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屋久島西部地域におけるヤクシカ管理実施計画（修正案）について 

 

1. 西部地域の現状 

・屋久島の西部地域は、海岸部から高標高域まで自然植生が垂直的に連続して分布し、世界自然遺産

のＯＵＶ（顕著な普遍的価値）を象徴する場所である。国立公園特別保護地区（自然公園法）や特

別天然記念物（文化財保護法）、森林生態系保護地域保存地区に指定・設定され、県道の山側（以下、

道上）は主に国有林、海側（以下、道下）は主に県有林である。 

 

・主に道下では、昭和 40 年以前より一時居住を伴う炭焼きやパルプチップ生産等のための伐採・植

栽等が行われた後放置された箇所が多く、それらの地域には二次林が形成されている。道上の国有

林には、同様の二次林も見られるが、基本的には施業履歴のない150年生以上の照葉樹林が広がっ

ている。 

 

・ヤクシカが高密度で生息している。また、行動圏が狭く、メスは特に狭い。 

 

・西部地域の中でも、特に県道周辺から道下は、林床植生の被度が低く、落葉層が貧弱で木本の根が

露出している。また、シカの不嗜好植物が目立っているか、それ以外の植物が極めて少なく小型化

が見られ、低木や萌芽枝も少ないといった状況にある。さらに、林床植生の劣化や多数確認される

シカ道により、土砂流出の発生が懸念される。道上の国有林では、標高毎の植生モニタリングによ

ると不嗜好植物が増加傾向である一方、高木層となる稚樹が少ない。 

 

・現在は、生態系管理の一環としてシカ防除柵を一部に設置し物理的防除による対策が行われている

一方で、個体数調整等の管理捕獲は導入されていない。 

 

・道下におけるシカ防除柵設置後、3 年目頃から柵内の草本や低木の成長が確認されたことから、シ

カの採食圧が林床植生の劣化や低木の少なさの要因と考えられる。柵により林床植生や低木の生長

が見込めるが、柵内はシカ0頭の異常空間であるため、柵設置だけでは西部地域の顕著な普遍的価

値である生態系の保全はできない。 

 

・そのため、世界遺産地域のＯＵＶ（顕著な普遍的価値）である西部地域の生態系や景観を適切に保

全し、後世に引き継ぐためには、柵の設置による植生保護だけでなく、個体数管理を含めた総合的

なヤクシカ対策を講じていくことが必要である。 

 

・一方で、西部地域では、古くから研究者によるヤクシマザルの行動生態等の研究が行われているほ

か、野生のヤクシマザルやヤクシカを近距離で観察できる国内でも稀有な環境が育まれていること

から、現在では、観光客による野生動物観察等の利用も見られる。このため、一部の研究者や地元

関係者の中には、ヤクシカの捕獲はせずに、生態系の推移を見守るべきという考えも存在する。 
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2. 経緯 

 各種モニタリングを継続実施 

平成21年度～ 捕獲体制・手法等の検討を継続実施 

平成22年度 屋久島世界遺産地域科学委員会、ヤクシカＷＧ設置 

平成25年度 （環境省）植生保護柵設置検討（西部にはH25・26設置） 

平成26年度 「屋久島地域ヤクシカ管理計画（九州地方環境事務所、九州森林管理局、鹿児島

県、屋久島町）」策定 

捕獲方法検討のためのエサの嗜好性試験実施（西部地域ほか） 

平成27年度 「第二種特定鳥獣管理計画」策定 

捕獲方法検討のための林道等の環境調査実施（西部地域ほか） 

平成28年度 「第二種特定鳥獣管理計画」計画期間更新・一部改訂 

西部地域における捕獲手法等の検討 

・囲い罠１基（捕獲できない構造・川原）によるヤクシカの誘引試験実施。囲い罠

の規模、誘引時間、手法上の留意事項等を検討 

平成29年度 計画捕獲※として西部地域におけるヤクシカ密度操作実験の検討 

・現地検討会実施、実施計画（案）作成 

平成30年度 西部地域における密度操作実験計画について、ヤクシカＷＧにおいて意見聴取 

令和元年度 西部地域におけるヤクシカ密度操作実験の再検討 

・現地検討会実施、実施計画（修正案）作成 

 

3. 西部地域におけるヤクシカ管理実施計画（修正案） 

3.1. 目的 

 西部地域は、ヤクシカが高密度に生息しており、島内全域の中でも高密度の生息状況にある。また、

既存の調査結果から、植物種数や植被率の減少や土壌流出、森林更新への影響などが指摘され、屋久

島国立公園及び世界自然遺産としての価値※が損なわれることが懸念されており、その価値を保全す

るためには、ヤクシカの個体数管理が必要である。一方で、一部の研究者や地元関係者の中には、西

部地域が野生動物の研究フィールドとして活用されてきた歴史等を踏まえて、ヤクシカの捕獲はせず

に生態系の推移を見守るべきという異なる考えもある。 

以上のことから、異なる多様な考えを尊重して、西部地域をゾーニングし、一部のみにヤクシカの

個体数調整を導入し、その管理を行うことで、屋久島の世界遺産地域で唯一残された海岸部から高標

高域まで連続した植生の垂直分布の保全を図ることを目的とする。 

 なお、本計画は、「第二種特定鳥獣（ヤクシカ）管理計画」の『計画捕獲に関する実施計画』、及び

「屋久島生態系維持回復事業計画」の『実施計画』として位置づける。 

※IUCN評価より抜粋 

屋久島には他地域でほとんど失われてきた暖温帯地域の原生林が特異に残存 

この森林帯は、海岸線に沿った広葉樹林、これに続く中標高の温帯針葉樹林、さらに中央部の冷帯のササ

原にまで標高により連続して広がっている 
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3.2. 方針 

・科学的知見に基づく順応的管理を前提として、西部地域をゾーニングし、モニタリング等を実施し

ながら行う。 

・これまでヤクシカWG、関係機関、有識者・地元関係者等による現地検討会等で、西部地域におけ

る計画捕獲導入の是非や体制・手法等について議論されてきており、立場の相違・考えの相違等が

明らかになっていることから、引き続き、本計画の目的や意義などの普及啓発に努め、地域住民や

観光業、研究者らに対する理解促進を図りつつ実施する。 

 

3.3. 対象地域 

(1) 対象地の概要 

 対象地域は、永田灯台南側付近から瀬切川左岸までの国割岳西側斜面とする。対象地域は、ほぼ世

界自然遺産地域及び国立公園特別保護地区、第二種特別地域、特別天然記念物、森林生態系保護地域

保存地区に指定されているが、一部国立公園区域外を含む。また、道下は主に県有地、道上は主に国

有林である。この地域は、ヤクシカ管理に用いている河川界区分７・８の一部である。ヤクシカの個

体数推定（令和元年，屋久島世界遺産地域科学委員会資料）によると、河川界区分７全体で 1280～

1980 頭、河川界区８全体で 1970～2900 頭の推定生息数であ

る。 

 

(2) 地域区分 

 本計画では、対象地域を下記のように３種類の区域に区分す

る(図1)。 

・個体数管理区－瀬切川右岸 

－瀬切川右岸は、沢環境を基盤として、世界遺産の価値を担

う多様な植生の回復が期待できるとともに、ヤクシカの個

体数密度の高い保護地域の外縁部に位置することから、ヤ

クシカの全島的な個体数管理にあたって、保護地域外への

個体の流出防止の観点から重要な位置づけにあることを

踏まえ、ヤクシカの個体数管理区に設定する。 

・対照区－半山、永田 

－個体数管理区から

可能な限り距離を

とった対照区とし

て設定 

・隣接区－川原、瀬切左

岸 

－個体数管理の影響

を受ける可能性の

あるバッファーと

して隣接区に設定 

 図１ 対象地域及びゾーニング 

 

西部地域管理実施地域 
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3.4. 実施スケジュール 

 森林調査の１期間を目安に、５年間を目安に実施する。 

個体数調整は初年度より実施し、観光シーズンを避けた 12 月から３月に実施するが、捕獲手法な

どとの調整から適正な時期を検討する。 

 

3.5. 実施体制 

 関係機関の協力の下、環境省が主体となって本計画に係る個体数調整や各種モニタリング、評価、

周知などを行う。 

評価にあたっては、関係機関が世界遺産管理のために既に実施している各種モニタリングとの連携

を行う。 

 環境省 ：個体数調整、モニタリングの実施、評価など 

 鹿児島県 ：モニタリング結果の共有、県有林の使用許可、捕獲の許可など 

 九州森林管理局：モニタリング結果の共有、入林許可など 

 屋久島町 ：周知、捕獲個体の埋設許可など 

 

3.6. 個体数調整 

 過年度からの検討を踏まえ、高い捕獲効率の継続や警戒心の強いシカの出現予防、動物福祉等を実

現するための科学的配慮を行いつつ、複数の手法を組み合わせて実施し、継続的な捕獲を行う。以下

の(1)～(4)の手法を基本とするが、捕獲状況や個体群の状況、その他条件の変化等に応じて、他の手法

の導入も検討する。 

また、各手法に合わせた安全管理を実施する。銃器使用に対する安全確保が困難と判断された場合、

銃器を用いず、囲い罠などの個体数調整を実施する。 

 なお、本計画開始後、捕獲効率の低下など、手法によっては課題が顕著になることが予想される。

そのため、順応的管理を前提として各種モニタリングや評価を行いながら、適切な手法を選択し、か

つ手順などの改善を図る。 

 

(1) 大型囲い罠 

高さ約２m、周囲長 50～100m 程度の囲い罠を検討

箇所に設置し（図2）、給餌による誘引を行う。 

囲い罠は、立木を利用して設置し、設置労力や周辺環

境への影響を抑える。加えて、囲い罠外部のシカの学習

防止のために、囲い罠内部が確認できないように遮光シ

ートなどでフェンスを覆う。また、生体搬出検討のため、

搬出用のゲートを設置する。 

捕獲には、自動捕獲装置などの効率化装置を用いて、

囲い罠入り口の開閉を管理することを検討する。 

誘引には、ヤクシカを対象とした誘引が可能なアルフ

ァルファペレットを使用し、毎日、同時間帯に給餌を行

う。加えて、誘引状況を把握するため、囲い罠周辺に複

数台のセンサーカメラを設置する。 

 
 

図2 
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(2) 小型囲い罠 

 平成28年度の誘引実験で利用した３m×３mの囲

い罠を拡大し、５ｍ×５ｍの囲い罠を個体数管理区に

複数設置する(図 3)。（1）と同様の手法で、誘引を実

施する。また、小型囲い罠も同様に、自動捕獲装置を

導入し、捕獲作業を効率化する。複数回捕獲を実施後、

場所を移動して再度捕獲を行い、捕獲効率の低下を防

ぐ。 

 

＜参考＞ 

平成 28 年度、川原地域において３m×３m の小型囲い罠を用いた誘引試験を実施しており、最大

6 頭誘引されたことから、西部地域における個体数管理の手法として囲い罠は有効と考えられるが、

規模の検討等の課題が残っている。 

 

(3) 狙撃（待ち伏せ型狙撃） 

 平成29～令和元年度、林道での誘引による流し猟式シャープシューティング体制による試験捕獲を

実施し、屋久島でのシャープシューティング体制の構築を図ってきた。本計画においても、シャープ

シューティング体制を導入し、誘引による待ち伏せ型狙撃による個体数調整を行うことで、アニマル

ウェルフェアに配慮することや学習されたシカの発生防止に努める。 

 実施場所は、林内、林道沿いを想定しており、狙撃箇所付近で誘引を行いながら、群れ全体での捕

獲を目指す。誘引作業は、狙撃に適した（バックストップの確保など）場所で行う。捕獲は、メス個

体を優先的な捕獲対象として実施する。実施時間帯は、日の出直後や日没前の時間帯を想定している。 

 銃器の使用に際しては、通行制限や安全管理者の配置などを行い、入域を制限して実施する。 

 

(4) 狙撃（忍び猟） 

 林内をシカの痕跡などを頼りに移動しながら、シカを狙撃する。(3)と同様に、シャープシューティ

ング体制に基づいて、安全管理を行いながら実施する。 

 

3.7. 捕獲個体の処理 

 原則として、国立公園区域外に搬出の上、埋設処理とする。ただし、指定管理鳥獣捕獲等計画とし

て特に効果的と認められる場合には放置する。 

なお、囲い罠での捕獲個体は生体で保定し、運搬することも検討する。また、銃による捕獲個体に

ついても、運搬する可能性について検討する。 

 

3.8. 捕獲頭数の上限 

 捕獲頭数の上限は、毎年の個体数推定のモニタリング結果を反映して設定する。 

 

図3 小型囲い罠の設置イメージ 
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3.9. モニタリング 

 (1) 糞塊・糞粒法による生息密度調査（関係機関によ

る既存モニタリング） 

 過年度より実施されている糞塊・糞粒法による生息

密度調査によって生息密度を把握することにより、個

体数管理の効果を検証し、目標捕獲数を設定する。 

 

(2) 自動撮影カメラによる生息分布及び活動性・性比

調査（新規モニタリング） 

自動撮影カメラを概ね等間隔で広範囲に設置して撮

影頻度などを把握することにより、本計画の個体数管

理の効果を検証する。なお、撮影設定やカメラ設置箇

所、撮影箇所、時期・期間等は、作業効率等を考慮し、

適宜修正する。（図4） 

 

(3) 植生調査（関係機関による既存モニタリング） 

 過年度より各関係機関によって実施されている森林

環境調査や植生調査を活用して、個体数管理の影響を

モニタリングする。 

  

(4) 稚樹調査（新規・既存モニタリング） 

 西部地域の防護柵周辺では、これまでに低木・稚樹も

含めた植生調査が実施されているため、同様の手法を

用いて、西部地域の植生保護柵周辺だけでなく、瀬切右

岸・左岸において複数のプロットを新たに設定し、モニ

タリングを行う（図5）。 

 

(5) 被害ライン調査（関係機関による既存モニタリン

グ） 

 過年度より実施されている被害ラインの状況を把握す

ることにより、個体数管理の効果を検証する。 

 

(6) その他 

 図6に既存・新規モニタリングの実施箇所をまとめる。

西部地域全体及び個体数管理区周辺でのモニタリングが

実施、予定されており、個体数管理の影響を評価できる

と考える。 

 現在、計画しているモニタリングで不足している点、

もしくは重複し不必要と判断される点については、必要

に応じて追加及び削除を行う。 

図4 自動撮影カメラ設置箇所 

図5 低木・稚樹の新規調査プロットのイ

メージ 
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 また、西部地域では、過去の薪炭や樟脳採取などの人為

的利用による植生への影響も見られるため、考慮が必要で

ある。 

 

3.10. 評価 

 個体数管理の効果を把握するために、各種モニタリング

結果をもとに下記の観点で計画の実施状況を評価し、捕獲

頭数の設定や計画の継続性等について判断する。 

①ヤクシカの生息密度及び分布の変化 

②ヤクシカの生息密度及び分布の変化に伴う植生の状況

変化 

  

4. 西部地域における個体数管理に関する課題等 

4.1. 関係機関との連携 

 モニタリングや個体数調整について、各関係機関と連携

し、実施する。モニタリングについては、各項目で実施機

関が異なるため、実施の有無や時期、結果の共有方法につ

いて関係機関と調整を行う。 

 

4.2. 個体数管理の実施継続の判断 

 各種モニタリング結果より、個体数調整の効果が明らか

で無いと判断された場合、個体数管理を中止する。ただし、

各種モニタリングの継続の判断は、別途行う。 

 

4.3. 島民及び観光客への普及啓発・配慮 

 西部地域は、世界遺産地域内の照葉樹林の散策やドライ

ブ、野生のヤクシマザルやヤクシカの観察を目的に、多く

の観光客が訪れる地域であることに留意し、島民や観光客

に対して、個体数管理に関する理解促進に努め、ヤクシカと生態系との関係について普及啓発を継続

して実施する。 

 

4.4. 研究活動との調整 

 西部地域は、多くの研究者に調査フィールドとして利用されていることを尊重し、本計画の実施状

況に係る情報を共有するとともに、研究への影響が可能な限り低減できるように、必要な調整を行う。 

 

図6 既存・新規モニタリング一覧 


